
 

 1. はじめに 

現在一般に流通している膨張材は，標準的な

使用量がコンクリート1m3に対して 30kgである。

この度，より少ない使用量にて従来と同等の効

果が得られる膨張材－低添加型膨張材－の開発

を行ったため，当該膨張材の品質に関して報告

すると共に，コンクリートのフレッシュ性状や

硬化性状に関しても報告する。 

 

 2. 実験内容 

 2.1 低添加型膨張材の特性 

 従来の膨張材に比較して，少ない使用量にて

同等の効果を発揮させるため，膨張材の化学組

成，鉱物組成および物理的性質に関して大幅な

改良を施した。具体的に記すと表－１～表－３

のとおりである。なお，表中には現在流通して

いる代表的な膨張材に関しても併記している。 
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要旨：従来使用されてきた膨張材に比較して，少量にて同等の効果が得られる低添加型の膨

張材を提案すると共に，当該膨張材の基礎的な物性として，フレッシュ性状（スランプ・空

気量など）や硬化性状（圧縮強度・長さ変化など）の測定結果を報告する。また，「膨張コ

ンクリートがなす仕事量」について従来の膨張材に関して提案されていた理論が，当該膨張

材に関しても適用できるか否かについても検討を行った。 
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表－１ 化学組成（代表値） 

 SiO2 Fe2O3 Al2O3 CaO SO3 f-CaO 
低添加型膨張材 1.0 0.8 7.2 70.6 18.5 49.8 

従来品 A 1.5 0.5 16.1 52.8 27.5 19.0 

従来品 B 9.6 1.3 2.5 67.3 18.0 30.0 

単位；% 

表－２ 鉱物組成（代表値） 

 f-CaO Hauyne C4AF C3S CS その他 

低添加型膨張材 50 10 5 3 30 2 

従来品 A 20 30 2 5 40 2 

従来品 B 30 － 4 27 30 9 

表－２において，C：CaO，A：Al2O3，S：SiO 2，F：Fe2O3，S：SO3，Hauyne：C3A3CS 

単位；% 

表－３ 物理的性質（代表値） 

 ig-loss(%) 密度 ﾌﾞﾚｰﾝ値(cm2/g) 
低添加型膨張材 1.2 3.10 2800 

従来品 A 1.3 2.98 2900 

従来品 B 0.4 3.14 3500 

単位；% 

*1 電気化学工業 ㈱ 特混事業部 工修 正会員 

*2 電気化学工業 ㈱ セメント特混研究所長 工修 

*3 群馬大学教授 工学部建設工学科 工博 正会員 
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 2.2 使用材料 

 本試験において，セメントには普通ポルトラ

ンドセメント，早強ポルトランドセメント，高

炉セメントＢ種および低熱ポルトランドセメン

トを使用した。細骨材には姫川水系産川砂，粗

骨材には姫川水系産川砂利を用い，混和剤とし

てはリグニン系のAE減水剤を使用した。また，

混和材としては市販の膨張材（カルシウムサル

フォアルミネート系）および本論文にて提案す

る低添加型膨張材を使用した。混和剤には，リ

グニン系の AE 減水剤（標準型）およびポリカ

ルボン酸系の高性能 AE 減水剤（標準型）を使

用した。なお市販の膨張材とは，表－１～表－

３における「従来品 A」に相当する。 

 

 2.3 コンクリート配合 

コンクリートの配合として，表－４に示す 5

配合を用いた。膨張材はセメントに置換する形

で使用しているが，標準的な使用量は低添加型

膨張材が 20kg/m3，比較となる市販の膨張材は

30kg/m3 となる。低添加型膨張材の使用量が

20kg/m3 である根拠については，3.3.1 に詳細を

記している。 

 

 2.4 試験内容 

表－４に，本試験に用いたコンクリート配合

の代表例を示した。表－４に記した配合を基に，

単位水量やセメントの種類，膨張材の単位量な

どを変化させ，表－５に記される組み合わせに

て試験を実施した。なお，温度に関する注釈が

無い項目は，いずれも環境温度 20℃において試

験を行っている。 

・スランプ：JIS A 1101に準拠 

・スランプの経時変化：コンクリートの練上り 

 後，0，30，60および 90分が経過した時点で 

 スランプを測定した。環境温度は 20℃および 

 30℃ 

・空気量：JIS A 1128に準拠 

・凝結試験：JIS A 6204に準拠。環境温度 10， 

 20および 30℃にて実施 

・長さ変化率：JIS A 6202に準拠。材齢 7 日以 

 前は 20℃一定の水中にて，それ以降は 20℃， 

 60%R.H.の恒温恒湿室にて養生 

・圧縮強度：JIS A 1108および JIS A 6202に 

表－５ 試験の組み合わせ 

膨張材使用量(kg/m3) 
試験内容 配合 No 

（表-4参照） 
ｾﾒﾝﾄ種* 

低添加型膨張材 従来型膨張材 混和剤種 

スランプ １，２ N,H,B,L AE 減水剤 
スランプ 
経時変化 

１，２ H 高性能 AE 
減水剤 

空気量 １，２ 

20 30 

長さ変化率 １～３ 

圧縮強度 １～３ 

 
N,H,B,L 10～40 10～40 

仕事量の検討 ４，５ N 30 45 

 
 

AE 減水剤 

※N：普通セメント，Ｈ：早強セメント，Ｂ：高炉セメント，Ｌ：低熱セメント 

 
表－４ コンクリート配合例 

単位量(kg/m3) 

混和材料 
配合 No 

水結合

材比 
(%) 

細骨 
材率 
(%) 

水 ｾﾒﾝﾄ 低添加型 
膨張材 

従来型 
膨張材 

細骨材 粗骨材 

１ 312 － － 

２ 292 20 － 
３ 282 － 30 

４ 282 30 － 

５ 

 
 

53.5 

 
 

45.5 

 
 

167 

267 － 45 

 
 

799 

 
 

994 

※混和材料は，セメントに置換する形で混和 
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 準じて測定 

・仕事量 1)の検討：拘束鋼材比を 0.67，1.34 お 

 よび 4.22%に変化させ，JIS A 6202に準じて 

 長さ変化率を測定した。供試体は 20℃の水中 

 にて養生を施した。 

 

 3. 試験結果 

 3.1 フレッシュ性状の確認 

 3.1.1 スランプ測定結果 

 配合 No.1 および No.2 を基に，単位水量およ

びセメントの種類を変化させて練上り直後のス

ランプを測定した結果を図－１に示す。混和剤

（AE減水剤）は標準添加量に固定している。使

用するセメントによって単位水量とスランプと

の関係は異なるが，いずれの配合に関しても低

添加型膨張材の混和による影響はほとんど確認

されなかった。 

 

 3.1.2 スランプ経時変化の測定結果 

 環境温度を要因として練上り後の経過時間と

スランプとの関係を測定した結果を図－２に示

す。環境温度によらず，低添加型膨張材の使用

による影響はほとんど確認されなかった。 

 

 3.1.3 空気量 

 配合 No1 およびNo2 を用い，セメントの種類

を変化させて空気量を測定した結果を図－３に

示した。低添加型膨張材の混和による空気量へ

の影響はほとんど確認されなかった。 

 

 3.1.4 凝結 

 低添加型膨張材を混和したコンクリートの凝

結時間測定結果を図－４に示した。環境温度を

要因として測定を行ったが，低添加型膨張材の

混和による凝結時間への影響はほとんど確認さ

れなかった。 

 

 3.1.5 低添加型膨張材の単位量とスランプ・

空気量との関係 

 配合 No.1および No.2 を基に，低添加型膨張 
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図－１ スランプの測定結果 

（●：低添加型膨張材あり ○：膨張材なし） 
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図－２ スランプ経時変化の測定結果 

（●▲：低添加型膨張材あり ○△：膨張材なし） 
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図－３ 空気量の測定結果 

（■：低添加型膨張材あり □：膨張材なし） 
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材の単位量を要因としてスランプ・空気量を測

定した。結果を図－５に示す。低添加型膨張材

の混和量によらず，スランプ・空気量はほぼ一

定であることが確認された。 

 

 3.2 硬化性状の確認 

 3.2.1 長さ変化率 

 配合 No.1 および No.2 を用い，低添加型膨張

材を 20kg/m3 混和することで，コンクリートの

長さ変化率に及ぼす影響を測定した。結果を図

－６に示す。供試体の養生条件は，材齢 7 日以

前については 20℃一定の水中養生，7 日以降は

20℃，60%R.H.の恒温恒湿養生である。 

 低添加型膨張材の混和によって，材齢 7日

までにコンクリート供試体は 200×10-6程度

の膨張ひずみを生じ，その後乾燥によって収

縮している。一方，膨張材を混和しない配合

は乾燥による収縮のみが発生しており，両者

の差は長期的にも同等となる傾向が確認さ

れた。 

 

 3.2.2 圧縮強度 

 配合 No1 および No2 を用い，低添加型膨

張材を 20kg/m3混和することで，圧縮強度に

及ぼす影響を測定した結果を図－７に示す。

図より，単位量が 20kg/m3であれば，低添加

型膨張材による圧縮強度への影響はほとん

ど確認されなかった。 

 

 3.3 低添加型膨張材と従来の膨張

材との関係 

 3.3.1 膨張ひずみ 

 本論文にて提案する低添加型膨張材

における最大の特徴は「従来の膨張材

と比較して，少ない量にて同等の効果

が得られる」点にある。ここで「同等

の効果」とは，膨張材の混和によって

コンクリートに導入される膨張ひずみ

を指し，例えば「膨張コンクリート設

計・施工指針（土木学会）2)」におい
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図－４ 凝結試験結果 
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図－５ 低添加型膨張材とｽﾗﾝﾌﾟ・空気量との関係 
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図－６ 長さ変化率測定結果 
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ては，「収縮補償（ひび割れ低減）を目的とす

る場合，JIS A 6202に準ずる方法にて測定した

膨張ひずみ（材齢 7 日）が，膨張材の混和によ

って 150～250×10-6 得られることが必要であ

る」と規定している。 

 そこで，膨張材の単位量を 10～40kg/m3 の範

囲にて変化させ，長さ変化率（膨張率）を測定

した結果を図－８に示した。横軸が膨張材の単

位量，縦軸は材齢 7 日における膨張率である。

また，図中に記したひずみの範囲が土木学会に

よって規定される膨張ひずみ（150～250×10-6）

である。 

 結果より，低添加型膨張材は従来の膨張材に

比較して，およそ２／３の量，すなわち 20kg/m3

の使用量にて従来と同等の膨張ひずみを得るこ

とができることがわかる。 

 

 3.3.2 圧縮強度 

 膨張コンクリートにおいて，圧縮強度に関す

る規定は特に設けられていないが，膨張材の混

和によって極端に強度が変化することは望まし

くない。そこで低添加型膨張材の単位量を要因

として圧縮強度の比較を行った。結果を図－９

に示す。図は横軸が膨張材の単位量，縦軸が材

齢 28日における圧縮強度である。 

 図を見ると，単位量に伴う圧縮強度の低下は

低添加型膨張材が大きい。しかし，3-3-1に記し

た「収縮補償を目的とした単位量」の範囲にお

いては，従来型の膨張材同様，圧縮強度の低下

はほとんど見られない。 

 

 3.3.3 「仕事量」1)の概念 

 既往の報告 1)によれば，膨張材による膨張を

外的に拘束する要因である拘束鋼材の量によっ

て，ケミカルプレストレスは変化するが，「膨

張コンクリートがなす仕事量」はほぼ一定であ

るとの報告がなされている。ここで「膨張コン

クリートがなす仕事量」とは，式(1)によって与

えられる数値であり，「単位体積あたりの膨張

コンクリートが拘束鋼材に対してなす仕事量」
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図－７ 圧縮強度測定結果 
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図－８ 膨張材の単位量と膨張ひずみとの関係 
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図－９ 膨張材の単位量と圧縮強度との関係 
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を指す。 

 

   U＝0.5×σcp×ε    (1) 

   σcp＝ε×Es×（As／Ac）(2) 

ここに 

 U：仕事量（N/mm2） 

 σcp：ケミカルプレストレス 

           （N/mm2） 

 ε：膨張ひずみ（×10-6） 

 Es：拘束鋼材の弾性係数 

        （198,000N/mm2） 

 As/Ac：拘束鋼材比(%) 

 

 配合 No.4および No.5 を用い，拘束鋼材

比を 0.67，1.34 および 4.22%の 3 水準に変

化させた上で測定した膨張ひずみより，式

(1)(2)を用いて算出した仕事量を図－１０に示

した。図中，実線が低添加型膨張材，破線が従

来の膨張材に関する試験結果である。膨張材の

種類によって比較した場合，材齢 14日における

仕事量は差が小さいものの，初期材齢（特に材

齢 3 日）においては，低添加型膨張材の仕事量

が大きく，材齢と仕事量との関係に関しては膨

張材の種類による影響が確認された。一方，拘

束鋼材比にて結果を比較すると，拘束鋼材比の

増加に伴って仕事量が若干減少しているが，こ

れはクリープおよび弾性変形量を考慮していな

いためであり，既往の報告 1)と同様の傾向を示

している。 

 

 4. 結論 

 本試験では，低添加型の膨張材を新たに提案

するとともに，当該膨張材の基礎物性（フレッ

シュ性状，硬化性状）を確認した。また，膨張

ひずみおよび圧縮強度に関して従来の膨張材と

の比較を行うとともに，従来の膨張材に関して

提案されている仕事量の概念が当該膨張材につ

いても適用できるか否かに関しても検討を行っ

た。本試験の範囲内にて得られた結論を以下に

記す。 

(1) 低添加型膨張材は，従来の膨張材に比較し

て 2/3 の混和量にて所定の性能（膨張ひず

み）を満足できることが確認された 

(2) 低添加型膨張材によって，コンクリートの

フレッシュ性状（スランプ・空気量・凝結

時間）に及ぼす影響はほとんど確認されな

かった 

(3) JIS A 6202 に準ずる膨張ひずみが，おおむ

ね 250×10-6以下となる添加量においては，

低添加型膨張材による圧縮強度への影響は

ほとんど確認されなかった 

(4) 「膨張材コンクリートがなす仕事量」に関

する既往の概念は，低添加型膨張材に関し

ても適用できることが確認された。しかし

その挙動は従来の膨張材とは若干異なる傾

向が見られた 
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図－１０ 仕事量の算出結果 

（●▲■：低添加型膨張材，○△□：従来型膨張材） 

（●○：拘束鋼材比 0.67%，▲△：1.34%，■□：4.22%） 
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